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包括関係未設定寺院に関する手続きについて
　僧侶分限規程（宗規第34号）改正にかかる包括関係未設定寺院に関する手続きについて、次のと
おりご案内いたしますので、該当される僧侶は必要な手続きを行っていただきますようお願い申し
上げます。
　なお、本件に関する規程として、平成31年4月1日付けにて「包括関係未設定寺院に関する特別措
置に関する宗令（宗令第138号）」が公布施行されています。併せてご確認ください。（本誌43頁掲載）

（1）対象者
本宗との被包括関係を設定していない宗教法人（以下「対象寺院」という。）の代表役員又はその代務
者に就任している又はこれから就任しようとする本宗僧侶

（2）必要な手続き
　対象者、対象寺院の置かれている状況により、必要な手続きが変わります。
　下表を参考に必要な手続きを行っていただきますようお願いいたします。手続きの概要は事項以
下のとおりですが、手続きの詳細あるいは書類の様式などは浄土宗総務部までお問い合わせ又はご
請求ください。

状況（例） 必要な手続き

ケース1 対象寺院を浄土宗に帰属させたい。檀
信徒などの関係者も前向きであり、す
ぐに帰属手続きができそうである。

対象寺院を浄土宗に帰属させるため、帰属
承認申請を行ってください。（3）の手続きへ
事前に対象寺院が所在する区域の教区長並
びに組長に帰属について相談してください。

ケース2 対象寺院を浄土宗に帰属させたいが、
これから檀信徒など寺院関係者と帰属
に向けた協議するため、内部決定及び
帰属手続きを行うまで時間がかかりそ
うである。

包括関係未設定寺院に関する特別措置の手
続きを行ってください。（4）の手続きへ
手続き後、特別措置の期間中（最長4年）に
対象寺院の帰属手続きを完了してください。

ケース3 対象寺院は、諸般の事情により（例：
地域の仏教会加盟寺院の住職が持ち回
りで代表役員に就任して管理している
ためなど）、浄土宗に帰属させること
ができない。

包括関係未設定寺院に関する特別措置の手
続きを行ってください。（4）の手続きへ
当方にて手続き書類を精査のうえ、特別措
置期間を無期とすることも含め、必要な措
置を検討します。

（3）帰属承認申請手続きの流れ
①対象寺院を浄土宗に帰属させることについて、事前に対象寺院が所在する地域の組長、教区長
に事前に相談する。
②対象寺院の法人規則に基づき、本宗との包括関係設定(規則の変更) について、必要な内部決定
及び公告をする。
③本宗に帰属承認申請及び住職認証申請を行う。
④本宗からの帰属承認 (寺院規則変更承認) の後、所轄庁に規則の認証申請を行う。
⑤所轄庁の規則認証の後、規則中の登記事項について変更された事項について、法務局にて変更
登記をする。
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